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環境状況と組織化適応 (2) 

Contingency Theoryをめぐる若干の検討ιー

(輔の 1 

降旗武彦

I はしがき

前稿「環境状況と組織化適応J(1)において，従来の私見がどの止うに ζの論題

に関わるかを顧みた上で，最近の諸研究 Contingency Theoryについてり が，

これをどのように補足するかについて重要なものをとりあげて考察してきた。

われわれがこの最近の諸研究でとりあげたのは，環境状況の把握左の関連で

Duncanのアプローチ， また組織化適応については ~Perrow のアプローチで

あり，それらをそれぞれ紹介の上，両者のアアローチを結合した結果が，本論

題に対して何を物語るかをまず考えてみた。それより明らかとなったのは，C1)

環境状況の提起する問題に適合する組織構造をそれぞれとらねばならない ζ と

一一いわゆる universal四 m の否定一一， (2)その適合のあり方は， .technologyに

よって基本的に規制されるものであること一一技術決定論 の二点である。た

しかにこのような理論展開は一つの ContingencyTheoryといってきしっかえ

なし、。

しかし果して ContingencyTheoryをこのようにとらえることによ「て，

問題がないか否かを検証するために， その提唱者である Lawrence&-Lorsch 

やそのグループの研究と照合してみた。そこでとりあげたのは，同じ消費財を

生産し，環境状況や技術条件などで全く類似する二工場白集権構造と分権構造

の差異を比較，検討する A.H.Walker& J. W.<Lorsch，環境状況という点

でそれぞれ異るプヲ Aティック，食品，コンテナ の各産業に属する企業の部

門構成を，分化と統合という視点から比較，検討する Lawrence& 'Lorsch. 
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複合企業における本社と事業部との関係という点で，どのような組織化考慮が，

作用するかを，全〈対照的な管理方法を適用するニ企業について比較検討する

.s. A. Allen IIIである。その結果， Contingency Theoryについての上述の

解釈との関連から次のことが明らかとなる。 (1)環境状況への組織構造の適合

の問題にとって，各企業の所属する産業の特殊性の差異が，全体'0;:員〈基本的

影響を及ぼすものであることはいうまでもないが，それとともに，その影響が，

企業の内部， つまり組織の階層(例えば，制度レベノレ， 経営νベル， 工場ν ミル白

ごとき)の如何であらわれ方も具るから， いわゆる適合の問題を考えるに際し

ては， それぞれについて，さらに別個の考慮が必要となること o (2)環境状況

への組織構造の適合の問題を基本的に規制するものが technologyであるとす

るのはいささか狭義にすぎ，むしろそれぞれの組織階層で多少ともその意味を

異にするにせよ，社会的要因と技術的要因の双方の考慮からなる socio.tech-

nological approachでなければならないということがそれである。

このような socio-technologicalapproachによる接近については，前稿でも

ふれたごとく. open systemの概念とともに，組織問題に迫るわれわれの基本

的態度であった。しかしこれまでは，例えば Riceの接近にみられるごと<.

さしあたって生理現場を中心としてその適用を考えてきた。それが上述のごと

き諸研究によっ-C.組織のあらゆるレベルに適用できる組織化適応にとっての

基本的視点であることとともに，それぞれの組織階層での発現のあり方につい

ても(限られたケースにせよ)知ることのできたのは Duncanによる環境状況

の把握についての認知的接近の方法とともに，一つの注目すべき進展というこ

と泊ミできる。

以上で ContingencyTheoryのなか己も， _socio-techn<dogical sys岡田概念

主軸として組織化適応を考えようとする立場の概要は示すことができたと考え

る。じかし前稿では専ら従来の私見との関連で，その後の新しし、研究がどのよ

うな補足的意味をもつかを明らかにすることに努め， Contingency Theoryが

拾頭するに至った理由や経過などについてはあらためて問題とする余裕をもた
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dなかった。この立場が一つの新しい大きな流れとして拾頭してきているからに

は，これをどのように位置づけ，その意義をいかに評価するかなどについてふ

れてみる必要があるとともに，この接近自体についての若干の問題点にも論及

する必要がある。

11 Contingency Theoryの特徴 (1)

Contingency Theoryが，従来の組織論にみられたいわゆる普遍主義 (u凶 E

V町田lism)の主張主否定する点に， その特徴。一つがみられることは，すでに

指摘してきたところである。而Lてこのことが何を意味するかも Lawrence

& LoI'sch自身によって明らかに示されている。すなわち従来の組織論とは，

古典的組織論と，その批判の一翼を担勺て発展してきた Mayoから Lewin.

McGregorまでも含む人間関係論的組織論がそれであり，その他の組織論，例

えば March& Simonなどの，いわゆる意思決定論学派，さらには Go.uldner

などのいわゆる官僚制学派はそれからl除外されている。その理由として，第ー

に，前者の二つの理論が，その抽象住において中庸をえており，理論と実践の

両面にわたる関連怯を含むため普遍主義の主張を裏付けるような広い実践性を

かもえていること，第二に，これらの理論が，互に相反する原理に立脚するも

のである以上，いずれが是か否かの結論を求めらるに至ってい号ことがしあげら

れているへ これと類似のヰ解が，組織のシステム・モデルとの関連を含めて，

:Lorsch & Trooboff，“ Two Universal Models"のなかで展開されてし、る。

彼等は， Gouldnerによる組織のシステム・モデルの理解を援用しつつ，古典

t的組織論=古典的モデノレを rational.system model，人間関係論的組織論=参

加的モデノレを naturalsystem modelとしてとらえ，これら二種類り組織論は，

企業の諸持性のいかんに関わりなしそれぞれ適用されるものと考えられてい

る点で普遍的モデルとされるへしたがってContingencyTheoryが否定しょ

1) P. R. Lawrence & J. W. Lorsch， 0申出tt，zatw1t醐 dEnv開閉館叫 1067，pp. 162-163 
2) ]. W. Lo四品&S. Tr，凹，boff，f' Two Universal Models，" in L:i四ch& Lawrence eds.. 

Organization rla.nning， 1972. 
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うとする，従来の組織論の普遍主義の傾向というのは，このような二つの組織

モデルのそれぞれが，組織や環境の特性に関わりなし普遍的に適用可能な一

般的モデノレであるとするこれまでの組織論を貫く基本的な姿勢である。

しかし ContingencyTheoryの特徴の一つをこのような普通主義の否定と

してとらえるかぎり Luthansや Mocklerも指摘するごとくへ その考え方

自体は，必ずしも新しいものとはいえない。というのは，すでに先学達によっ

て，例えば「経営における情況的接近の重要性」として唱えられてきており，

いわばプラグマテイヅクな学風を特徴とするアメリカの学界の基底に流れる一

般的通念とさえいってもさしっかえないからである。とすると何故こりような

当然の乙とが今更あらためて問題となろうとしているのか，これに{関連して，

何故これまでよ述のごとき普遍主義の傾向が， ともかくもまかり通ってきたの

かなどの疑問が生じてくる。

このような疑問のうち，まず後者から問題とすると，いかにプラグマテイり

グな学風を特徴とするといえども，学問研究が本来普遍主義者ど求めZ傾向を否

定するものではないことをあげることができるn 特に主張される理論や原理由主

適用Lょうとする現象に対して秀れた説明力をもつものと考えられれば考えら

れるほど。

これをわれわれの場合についてみると，古典的モデノレの普遍主義は，いわゆ

る rationalsystem model として組織をとらえ Lたがって集権的構造をと

ることが，経済発展の一定段階における企業にとって必要不可欠であるというl

-般的認識との関連から成立するものと考えることができる。換言すると，

Emery'& Tristもt旨摘するごとく， goal過と noxiants 基準)が，ランダムな

配分ではなく，ム定の方法で集っているような，いわゆるF静穏・偏在的環境」

(plaèid~ 'clustered env:iron血 ent)=経済学的には不完全競争の状態=にお「いては，

一定の戦略的目的への資源の効率的利用が何より優先されるから，そこでは規L

3) F. Luthans，“ rhe 'Contin'gency Theory ofManagement，" Business H訂izon，Vol 
XVI， No. 3， June， 1973 j R.]. Mockl町，“SituationalTheory '0{ 'Management." 'H B. R... 
May-June， 1971 

• 
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模の経済が追求され，組織としては集約的構造を特徴とする古典的モデノレが発

展する傾向をもちペ その意味で古典的モデノレの普遍主義が貫徹されることと

なる。具体的には， 1920年代までのフォード自動車会社がそのよい例であるし，

またより一般的には，.ASME レポートによると， 1930年頃までの状況がこれ

に該当するヘ

しかし経済が次第に Emery & Trist のいわゆる「撹乱・反応的環境」

(ui:sluI-beJ.reactive enviroll町 nl)=経済学的には寡占的競争の状態=へと移行寸

ると，資源の効率的利用もさることながら，いかに競争企業の挑戦に機敏な反

応をとるかが重要な問題となってくるへ 集権的構造を特徴とする古典的モデ

ルが，これに答える主で不適格なこ止はいうまでもないから，これへの批判的

検討が様々な視点から試みられる機運が生じ，それだけ古典的モデノレの普遍主

義の主張は後退を余儀なくされることとなる。アメリカの場合でいうと， 1940 

年頃から始まる分権化の傾向と九 それとほぼ並行して発展してきた人間関係

論的組織論とが，その事情を物語るものといえる。

分権化は，例えば， Chandlerの分析にもみられるごとしいわゆる事業部制

の導入をもってその典型のごとく考えられている 3 しかしその方向への組織の

改革が，組織の硬直化を防ぎ，より柔軟な組織行動の展開を意図するものであ

る以上，それに止まらないより広い組織の改善を含むものであることはいうま

でもない。そのなかにあって，人間関係論的組織論の明らかにした，組織にお

ける人間の情緒的動機の重要性の主張によって提起された問題は，このような

動きに多様な影響を与えるところとなった。例えば人事管理面での新しい諸万

策はもとよりのことであるが，それに止まらず，いわゆる「職務広大J (job en 

。F.E. Emery & E. L. .Trist‘The Causal Tf>XtI1Tf' of Orga刊回f旧 nHlEnvlronment.'l in 
J G. Maurer， ed.， Readl間割問。噌'anI%ationTheo巾 Qpen-SystemApproaches. 1971. 
p.5{) 

め TheAmencan Society of Mech阻 1団 1Engineers， (ASME)， 50 Yea口 Progressin 
Management， 1910-196札 19同， p_ 245 

6) Emery & Trist， at. cit.， pp. 50-51 
7) ASME.o.ρcit.， pp. 192-193; p. 43 
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largement)のごとき参加的モデノレとしてとらえられる組J織の修正，改善の機運

も生ずるに至ったからであるへ

Lorsch & Trooho旺の， 古典的そデルに代る， 参加モデノレの登場とは， こ

のことをいうが，それによる成功の事例がふえるほど;ζの唱導者達は，その

理論や原理の普遍主義をより強〈信ずるようになる。また企建にとってみても

これまで blackboxであった紙織における人間の問題が， このようにして解

明されてみると，よほ iiの反証が上らないかぎり，この線にそった改善を受け

入れる方向を辿る ζ ととなり，それだけ参加モデノレの普遍性は促進されること

となる。

以上で，何故これまで台典的-<;デル中，参加モデルによる普遍主義が，まか

り通コてきたりかを明らかにじてきたから，次にこのような普遍主義の否定が，

何故今日あらためて問題とされるに至η たかの問題に移ろう。

その場合に直ちに考えられるのは次の乙とである。 I従来の組織論」が，普

遍主義を主張しえたのは，これまでの考察で明らかなごとしそれぞれの組織

論が，ともかくもそれに対応する環境状況との関連において，そこで提起され

る問題に答えるものをもって，発展Lてきたためである。とすると，このよう

な普遍主義の主張を可能とする条件が，何らかの理由で崩れ去ることとなり，

今日では新たに普遍主義を唱ええない状況に移行してきているからであると。

この点で恰好の手掛りを与えてくれるのは，これまでも引用してきている

Emery & Tristが，その環境論においで展開している I激動的環境J (tur-

bulent environment)の主張である。彼等は，寡占酌環境についで生じつつある

今日のそれを I激動的環境」と規定し，その特徴を，環境の動態化が，構成

要素である組織間の相互作用だけからではなしそのよって立つ基盤自体の動

態化に基くものとしてとらえ (groundis in回 otion)このような状況をもたらす

事情として次白三点をあげているぺ (1)企業規模の巨大化により，環境へり影

8) 1950年の IBMにおける聯務拡大など。 ASME，中 cit.，p. 44 
9) Emery & Ta;;t， Qt cit.， p. 51 
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響が著しくな!ったのみでなく，それが，持続する傾向をおびるに至ったζι，

(2)社会の経済的側面と然らざる側面との間の相互依存関係の深化， (3)研究・

開発への依存の増大の結果，たえざる変化の状態がもたらされたことがそれで

ある。 Emery& Tristは， このような今日の環境状況の分析の上で， ζれに

対応する組J蔽のあり方についても論及している。しかしそれはさておくとして，

乙 ζで注意しなければならないのは，このような状況下では，これまでのどと

しともかくも何らかの統型で環境を特徴づけることができなくなり，その

意h~ミで環境り多元的動態化とでも呼べる状況となるということである。とする

と，このような事情のもとで r従来の組織論」に立脚する普遍主義が， これ

までのように安易む主張で雪な〈なるのみでなく，新たに生じつつある多元的

動熊化に対応するための組織のあり方を求める模索が始められざるをえないこ

ととなる問。例えば Burns& Sta¥kerが TheManagement of Innovation~ 

1961において，古典的そデノレと参加モデルのそれぞれが有効な場合のあること

の発見や， G. G. Fischが.Organizatlon for Pro.斥ι1964において，集権，

分権の成立条件を再検討していることなどはその動きを示すものであり，それ

らのいずれもが，普遍的な組織構造の存在を否定する主張につながることはい

うまでもない。

111 ' Contil)gency Theoryの特徴 (2)

Con tingency Theoryの他の特徴が，環境状況との関連で， socio-technologi-

cal approachを基底において，組織のデザインに迫ろうとするものであるよと

もすでに指摘し亡きたと ιろである。

とιろで環境状況との関連で socio-t町加工ologicala pproach ~萎底におい

て， 組J織 7'-1f'イ γ に迫ろうということとなると， 組織はそもそも基本的には

socio-technologicalな結合体りはずであるから， その意味で，これまた今に始

まったことではなし何故あらためて問題となるかという疑問が生巴て〈るφ

10) ASME.噌 cit.，pp_ 43-48 
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本来，組織は，一定の社会的存在にとって，目的のための手段といえる。し

たがって Chandlerも強調するごとしそのあり方は，戦略に従う性格のもの

であり， その環境への適応は naturalsys temのごとく， すでに仕組まれた

構造での適応， つまり homeostaticadaptationではなく，環環状況への企業

による有志の適応が問題となるはずである。ということは，構造変革による適

応が当然考えられるわけであるから (socialfactorとり相互作用関係の下でのJ

lechnologyは， きわめて重要な要因とならざるをえない。 その意味でわれわ

れは，今日の組織問題に迫る上で. open， socio-technologi'cal systemこそ適切

な視点を与えるものと考えてきた1九

Bertalanffyの opensystemの立場をとる Tavistock研究所では， すでに

195口年代からこの線にそった研究が進められているが Emery& Tr.istによ

るとこの点が次のごと〈表現されている。 rop四 systemとしての企業は，た

えざる環境の変化にもかかわらず， 自らを steadystateとして維持しなけれ

ばならない。 そのためには企業と環境との聞の関係を基本的に媒介する tech-

nologyへの考慮が重要な問題となるととも広，さらにそれと socialfactorと

の巧みな結合による適応こそが肝要である」聞と。すなわち回目o-technological

approachを基底におし組織構造の変革による，たえざる環境変化への適応

の必要性が主張されているわけであり，この線にそう論者も次第に目につくよ

うになってくる。例えば，タスク・アプローチを説<W.BrownのExplo叩-

tion in M四 agement，1960
111

); 相主作用論的接近を説く E..0: Chapple & L. 

R. Sayles， The Measure of A1a1Ulgement， 1961叫 socio-technologicalアプロ

{チの実証研究であるA.K. Rice， TJ，日 E叫 erpriseand Its Eπvironment， 

1963聞などがそれである。

11) 拙稿“経雷管理におけるシステム概意田変遷について"(，)経済論叢，第108巻第5号，昭和46
年11月.

12) F. E. Emery & E. L. Tri~t ， '~Socio-Technical Systems，"-in C. W. Churchman & M 
Verhulst ed8.. Maηaz四 zent&酎 u:es，VoL 2. 1960， p'p. _84~87 

13) 拙稿“アメロカ経官学のー動向"(3) 経済論説第四巻第2号，昭和38年8月。
14) 捌稿“アメリカ経営学のー動向"，(2) 経済論龍第91巻第6号.昭和38年6月ー
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ζ のような方向の議論，つまり組織を， open， socio-technological 'systemと

みなじ，その視点から組紘の行動を分析するに止まらず，その結果を組織デザ

ィyにまで及ぼそうとする立場に対して，むしろ組織論の 般的傾向は，古典

的車田龍論の批判の上に立ち，人間関係論的接近の成果を，吸収しつつ，組織行

動の分析の精級化をはかる方向を辿ってきたといってきしっかえない占例えば

La:wrence & Lorschが意思決定論学派色呼び， Lorsch & Troobo旺が cogm-

tlve学派と呼ぶ， March & Simon. Organt"zations， 1958; Cyert.& March， 

A BebavuヲralTheory of the Firm， 1963などはその典型である。 March& 

Simonは， 古典的組織論が，組織を人間不在の， あたかも機械のごとき合理

的な存在とみなしたり，また人間関係論的組J織論がその反動として，あまりに

も人々の情緒的側面を強調し，仕事不在の組j織論を展開してきた点をそれぞれ

組織論としては不充分なものと考え，これらのいずれにも偏せず，より実体に

近い姿で組織をとらえようとする。すなわち，人々が組織に参加するに際して

の諸事情を「誘因と貢献のバランス論」との関連から，また組織に参加した人

々の生産意欲の問題を「影響力の理論」との関連からそれぞれ詳細に検討の上，

「限られた合理性」に基いて，多様なコ Y フリクトとのからみ合いの下で，複

雑な情報を処理し，問題解決をはかる人々の集合体としτ組織を理解しようと

しているへまた Cyert& Marchは，このような組織行動の分析結果を企業

行動の解明に通用し，コンフリクトり準解決，不確定の回避，問題志向的探索，

組織学習の諸概念を用い亡，経済学的な企業理論に対して企業の行動理論を新

たに展開するに至っ℃いる'" 乙のような劃期的な仕事によって， これまで

black b岨とされてきえ組織の行動の解明に，飛躍的発展がもたらされるに至'

った功績ははかりし}れないものがあるといえる。じかし ζれらに共通するのは，

組織の〔というより紅織における人々の〕行動の側面における分析であり，組織の

主構造伊スクの遂行のための，人々および技術の結合からなる確立された相互依存関係

15) 拙稿“組織と γステム"山本純一編，経営システム白研究， 日本事務官昔率協会，昭和39年。
16) 拙稿“アメリカ経営学のー動向"(1)，経済論叢，第91巻第5号，昭和38年5月四

17) 拙薯「経営管理過程論の新展開j日本生産性本剖L昭和45年， 73-75ベ ジ。
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のパター γ)が， 環境との関連においてどのような影響を受けるかは(たとえ状

況変数への配慮にもかかわらず〕ほとんど問題とされていなし、問。つまり組織構造

のデザイ Yの問題が扱われていないわけであり n節で考察してきたごとく，

普遍的な組減構造が否定され，新しい何かが求められる状況下での組織論と L

ては，よれに答えると ζ ろをほとんどもたないものであったといわざるをえな

い。したがって ζ の点への反省の上に立って，組織テ吋ザインを志向しようとす

る動きが Cycrt& Mnrch自身の“ Org四回ational.Design "と題する1964

年の論文ゅのなかにもみられるに至ったことは注目に値するところといえる。

ではとのような，組織行動の分析論者達自身I~ 上る組織デザイ Yへの関心の

喚起によって，組織デザイ〆ンの問題が，われわれが前に指摘してきたどとき.

SOCIO品chriologi.calapproachを基底におし 組織デザインのあり方を求める

方向を辿る乙ととなったといえるのか。必ずしもそうとはいえない。というの

は， この間に，組織デザイ γの問題に迫る，もう一つの有力な動き，すなわち，

計画的変革 (plannedchange)ないし組織開発(organizatio回 1development) と呼

ばれる接近が拾頭することとなったからである。例えば， R. Lippit et al.， The 

Dynamics of Planned Change， 1968; R. R.Blake & J. S. Mouton， The 

Managerial Grid， 1964，さらにはE.H. Scheinや W;G. Bennisなどの編

集する，いわゆる ODシリースな乙がそれである。

このような計画的変革ないしは組織開発は，人間関係論的組織論に基いて，

人々の訓練などをへてその態度を変化せしめようとする，いわゆる converSlon

approach叫が必ずしも所期白効果を発揮しないこ、とり反省から生じてきたとい

われている。すなわちいかに個々の人々の訓練が有効であっても，職場そのも

のが変らぬのではまた元の状態にもどってしまうため，大きな期待はもちえな

18) S. A. Allen III &]. ]. Gabarro，“The Sociotechnical加 dCognitive M，吋eJs，"in Lorsch 
& Lawrence吋 s..O:ηganizatiO'J't Plann間 'g，1972， p. 27 

19) R. M. Cyert & ]. G. March，“ Organizational Design，" in W. W. Cooper et aJ.. New' 
Pe円;pectivesin Organi.:.ration Research， ]964 

20) E. D. Chapple & L. R. Sayles. The Measureザ l¥Ilanagement，1961， pp. 191-201，拙
稿，“アメリカ経営学のー動向"(2)0 
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いことが反省され，さらには人間関係や態度は構造化されるものであるから，

その意味で組織生活 (organizationallife)の質は体系的，計画的なアプロ一千に

よってのみ変更しうるものであるという認識が生じてきたことがそれである却。

たしかに Lの接近は converswnapproachと比べると，組織へのより全体的

な展望に立ち， そのデザイ Y を体系的， 計画的に考えようとする点で著しい

進歩がみられる。 しかしその具体的方法が，いわゆる ManageriaIGridや感

受性訓練によると ιろなどからも明らかなごとしそこで問題とするのは，主

として組織の人間集団としでの側面であり，環境の影響を受けて，技術との関

わり合いの上で，人間集団の相互依存関係が規制される姿，つまり組織構造を

問題とする所の少ない組織の変革論であったといってもさしっかえない問。 た

しかに組織の変革が，この土うな組織開発的接近にまっところの少なくないこ

とは否定できないし，多〈の組織変革のケースに照してみてもその重要性は認

められる。しかしそのことが環境との関連から組織に迫ること，ひいては技術

や構造との関連を問題としないでもよいということにならないことはいうまで

もない。この点で Bennisが集権的構造の有効な場合のあることを認めるに至

ったりベ前述の ODシリーズの最近号が，よ述のごとき欠陥を認めた上で，

新たな展開をはかろうとしていること叫などは注目すべきところといえる。

以上，われわれは，組織デザイ Yの問題に迫るのに，必ずしも open，s田 10-

techno1ogical s戸 te皿としての組織の理解を基底におζ うとしない組織論での

若干の主要な動きを概観し，それらが，多少の好余曲折の上で，次第にこのア

プローチへと収放する事情をみてきた。これより，前に提起した疑問，すなわ

ち何故あらためて open~ socio-t配 hnologicalapproach IJ)ζ とき， 当然とも

いえることが今Hにおいて問題となるかについて答えることができることとな

21) P. A. Clark， Organizational Design， 1972， pp. 21-22 
22) Clmk， ot. cit.， pp. 11-17;稲葉元吉“組織開発論ι土コ その主要内容"組織科学， Vol. 7. 

No. 4， 1973， 12-13ベーじん
23) W. Bcnnis，“Who Sank the Yellow Submarinp.?>> p.叩 r.hnZo巴 ，Today， Nov. 1972-. pp 

112-20; Luthans. op. 'cit.， p. 71 
24) J. Galbroith. Des留 ningG田 npk::cOrgan問。r回 n，1973， Foreword 
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った。すなわち環境の多元的動態化は，組織旬普遍モデノレの存在を否定するの

みでなく，その結果として組織の本来のあり方が原点から問われるに至ったか

らであるとo

IV Contingency Theoryの評価

以上n.m節で ContingencyTheoryの特徴弘 組織の普遍的よそデノレの否

定と. open socio-technological approachを基底において，組織デザイ γの

問題に迫ろうとすることの二点に求め，多少とも立入った検討をLてきた。そ

の結果，その考え方自体は決して新しいものではない}こもかかわらず，それが

今日あらためて問題とされるに至ったのは，今日の環境の多元的動態化との関

連で，これまでの組織論研究のあり方があらためて聞いなおされるに至ったか

らであることが明らかとなった。 その意味で ContingencyTheoryの拾頭は，

好むと杏とにかかわらず，組織論の研究の上での一つの大きな転機といわねば

ならない。したがってこれへの論及は少なくないし，その範囲もかなり多岐に

わたっている。 そのなかから，ここではContingencyTheoryを，研究方法

の上での斬新さとして前向きに評 第1図 管パ理論の新卜方¥向

価する立場の見解をとりあげてみ
ロー

ょう。 巨cncy

ま ず初めに指摘したいのは/ 19田

C佃 tingencyTheory :g，単なる 八、六 % 
紅織論との関連のみで問題とせず， 〆場令'/ 丸ω 多

むしろ管理論全休との関連におい 19mb fWつ¥づ システム論 1970 

て，新しい研究の方向を示すもの 、二、 J竺
として評価する人々がいるという ¥Y↓十¥ ト品J 

1960 
ことである。例えは F.Luthans. 

管理論 弛 程 j論 管理論

およびR.J.M叫吋Eがそれ ジ?川 / ¥ ール
である。
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Luth.nsは， Contingency Theoryを，これまでの管理論の発展過程との関

連で，前図のごとく位置づけているペすなわち伝統論としての過程論に対し

て，システム・アプロ一千世中軸におく数量的接近や行動科学が. 1960~197，砂

年にかけて展開されてきた。しかしそれらほ，まだ統合されるに至っていると

もいえないし，その上，そこで展開されたものが，やはり普遍主義的な主張の

立場をとったため，伝統論と同様の失敗をすら招くに至っている。そこで将来

に希望を託せるのは，普遍主義的な主張の立場をとらず，実践的状況に適用可

能な理論として発展しつつある ContingencyTheoryといってさしっかえない

のではないか。何故ならば，この理論は，今日目企業の複雑さを当然意識しつ

つ，それに迫るのに経営実践を改善するための関係のバター Yや，サプぃノス

テムの具体化に進もうとするもりだからであり，現に組織のデザイン問題など

においては成功をおさめているからであると。 Mocklerもほぼ同様の見解に立

も，管理論のそれぞれの分野にあらわれつつある ContingencyApproach 

を. Situational The町 yとしてとらえ，その簡単なサーヴ z ィを行いつつ，こ

のような統合概念によって，これまで「象牙の塔」とじて発展してきた管理論

が，ょうや〈実践性をそな九たものとして本格的に発展する道をえたこととな

ると論じている冊。

このようなアメリカでの動きのなかで，わが国でもようやくこれを前向きに

とりあげようとする動きが出てきた。例えぼ，一寸木俊昭氏，北野利信氏など

の見解がそれである。

一寸木氏は， Contingency Theoryを，従来の組織論の普遍主義的傾向九の

実践的アンチテーゼとして位置づけ，その提唱者である Lawrence& -Lorsch 

の主張の紹介， さらには， イギリスの最近のこれに関する見解を代表する T.

Luptonの紹介によって，これを裏付けた上で. I Contingency Theor-y (J)批判ι

的見解に論及し，次のごとく述べている。例えば， Contingency Theoryを，

25) Luthans， op. cit.， p. 69 
26) Mockler， dt. cit. 
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「作業。シλ テム」としてのみ組織をみる特殊理論だとする主張がある。しか

しこのように問題を一般理論か特殊理論かと考えるのでは理論の進歩を期待で

きるものではない。むしろ ContingencyTheoryが， 一般理論のなかに特殊

理論自存仕を指摘した点に，経営組織論としての意義吉見出すべきものである

とともに，それがいかえ主る新しい考え方や手法によろうとしにいるかが問題で

ある。その点で人的側面と技術的側面を綜合的にとりあげ，実証的に論及しよ

うとするのは，これまでにみられない斬新さという点で注目に値するところで

あると冊U

北野氏は， Contingency-Theory誕生の背景，その特徴，内容につh て論及

した tで，その効用を，とれまでの一般理論が，いわれるほどの一般性をもち

えないことを指摘した点，さらには一般理論を事例研究と結びつける上での橋

渡しとなる操作的な理論を確立しようとする点に見出すのしたがってこのよう

な立場からすると，側えばこれをもって r技術状況の類型と組織形態との関

係を究明しようとする静態論だ」とか r技術によって組織がきまると考え，

意思決定のメカニズムを問題としないものだ」とかの批判は，あたらないもの

として反批判している。何故ならば，さしあたって静態的な分析であっても，

それをもっで動態的な方向を目指す準備といえるし，技術と組織との関連につ

いての情報こそ，意思、決定にとってむしろ不可欠なものとすらいえるからであ

る。而してこのような ContingencyTheoryが各局面ごとに明らかにしたもの

の結合によって，最適組織を形成することが可能となるといえるから，これこ

そが将来の組織論や経営管理論の研究をして真に実りあるものとさせる接近で

あると劃。

以ょが3 ここでとりあげる CuntingencyTheoryを前向きに評価しようと

する諸見解の概要である。それぞれ論者によって多少とも表現や強調点に差異

はあるものの，共通に主張されているDは，従来り経営管理論や組織論が，

27) 一寸木俊昭“コ νテインジェ γジー セオリーの検討"現代経治学甲課題〈中村常次郎先生還

暦記念論文集〉有斐閣，昭和40年.

2町北野矛Ui言“組織申条件理論 その同開方向 "組職科学:， Vol. 8. No. ~， 1974. 
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般理論を目指しながら，それ自体，欠陥を内包するか，あるいは具体的には何

物にも答えるところのものでなかったの仁対して，このアプローチが，このよ

うな欠陥を克服し，より実体をそなえた，したがって実践性をももちうる理論

の展開をはかろうとしている点にその意義を見出そうとしていることであろう。

上述の所論の細部にわたってはともかく，そり共通に主張しようとする点につ

いては，われわれも同様の立場に立つものである。

というのは， ζ のような方向での問題意織は，これまでもしばしば〈りかえ

して述べてきたごとく，経営学がその成立以来背負ってきたといってもさしっ

かえない課題， つまり経営実践のより具体的解明(さらには指針の提示〕という

ことの復権にほかならないからであるu 現にわれわれも，何らかの主張や理論

展開の背景には，それに該当する実証的ヶーλを常に意識し℃いるし，時には

そのようなケ一月を前面に出しつつ考察を展開する場合が少なくない。という

ことは，経営実践。具体的解明をこの方法でやろうとしているわけである。し

かしこの方法の欠陥は，そこでのケースのとりあげ方が，果してどこまで一般

化が可能かについて，充分な吟味をえた上でなされているとは限らぬ点にある。

これでは経営実践の具体的解明が著しく限られたものとならざるをえないし，

まして何らかの実践的指針の提示などができるものではない。 ところが Con-

tingency Theoryによると，まず現実の企業の環境状況を，何らかの方法によ

って限定的にとらえる(例えば，産業組織論における競争構造の類型化りごとくJ。

而してその限定された状況との関連で企業行動の問題(例えば，組織化適応のご

とき)に迫ろうとするのであるから， そこでの理論展開は，然らざる場合より

よりシャープとなるのみでなし経首実践により接近したレベルでの体系的考

察が可能となる。したがっ ζこの結果が，経蛍現象の解明の上で従来よりはる

かに秀れたものとなることはいうまでもなく，しかもそのことは，これによっ

亡経営学の永年四課題に本格的に答えるための第一歩をふみ出すことに通ずる

カミらである。

またこの方向をとることによ勺て. Luthansも指摘するごとしとれまでの
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管理論に附随してきた厄介な問題， すなわち Management Theory Jungle 

を抜け出す道を見出すというメリットも看過できない。というのは，管理論へ

の多様な接近が，一般理論の水準で問題とされるかぎり，それらは相対的にし

か評価できないから，それぞれが自らの方法の優越を主張することとなり，自

らジャ Yグル状態を招来する。 しかしContingency.Theoryのごと<.解こ

うとする問題を特定の状況との関連から，限定してとりあtずる方法をとる場合

には，例えばコンピ 1 ータ -rTJ適用条件を明らかにする場合にみられるごとし

上述のごときジャングノレ状態は自ら後退せざるをえないこととなるからである。

われわれもカrって ManagementTheory Jungleの問題にういて論及する

機会をもった。しかしそこでは. opcn~ socio-technologl.cal 町 stemとしての

今日目企業の理解目上で，マトリッグスの形をとる問題解決過程によって，多

様な接近の評価，選択が行われるものとし，特にT.homJ;sonを引用する組織

化や. Haberstrohを引用する統制の組織市皆層による差異を問題とする所掛な

ど以外では，状況規定的接近を貫こうとは必ずしもして来なかった。もしこの

ような接近を，さらに上述以外にまで徹底させていたならば，管理論の多少と

もの類型化というデメリットをもちながらも，マトリックスの形をとる問題解

決過程の相互作用効果も働いて，より生々とした管理活動の描写となっていた

であろう。

V Contingency Theoryについての若干の問題

前節では. Contingency Theoryへの今日の論及のなかで，特にそのアプロ

ーチの斬新さやその有効性という点で，これを前向きに評価する立場について

考察してきた。今t:1Contingency Theoryをめぐる動向は，概ね乙の線にそ

うものといっ亡よく，そ白精徽化や払大的適用をはかる方向を辿っているとい

ヴてさしっかえない。しかしそのなかにあって，かなり手きびしい批判もない

ではないし， またわれわれの ContingcncyTheoryの理解について， 多少と

2町 拙著，経費管理過程論の新展開， 日本生リ酎主主本部，昭和4'年. 161-165~ ジ. 200..，.206ベ ジ.
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も補完的に論及しておくべき点もある。以下ではこれらの点について考察する

こととしよう。

Contingency Theoryへの手きびしい批判者としては. J. 'Childをあげる

ことができる。彼は組織構造と状況変数間の関係の体系的な比較研究によって，

組織構造差異の条件を究明し，それによって組織デザイ γを意図しようとする

研究が，今日のナメリカやイギリスに拾頭してきτいると Lて，その代表的見

解を次の三つでとらえ，それぞれの問題点主指摘する刷。

その第ーは，環境からアプローチしようとする立場である。すなわち，境環。

変動度と異質性の程度の差異から組織構造のあり方を問題としようとするもの

であるが，もしこの接近をとるならば，そのほかに環境の不都合性。11品目ality)、

の程度をも加えて問題とする必要があろう。じかしいずれにしろ，この立場は，

ζのような環境変数との関連から組織構造の如何を説明しようとするのしかし

組織にとって環境は，必ずしも所与ではなく，自ら選択できるものといえるL，

組織からの何らかの働きかけも可能であるばかりでな<.組織内の人々による

その受け止め方 (per目ption) も一様とはいえない。とすると，一口に環境とい

っても，それはかなり多義にわたる乙ととな石から，これに対していかなる対

応の仕方をとるかは，必ずしも一義的に論じえないという難点がある。

その第二は technologyからアプローチしようとする立場である。 乙の立

場は technologyをいかにとらえるかで問題は残るというものの， 技術変数

の如何によって組織構造がきまると考える点では共通である。しかし果してそ

ういえるか否かは問題である。 というのは， 例えぽ Tavistock研究所の研究

などからも明らかなごとく， technologyというよりも，仕事の仕方 (planning

や ordering)の如何につい亡の経蛍者の選択の方が， むしろ組織構造を決める

上で重要といえるからである。

最後に問題となるのは，規模からアプローチしようとする立場であり， ζれ

30) J. Child，“Organizational Structure， Environment 血 d Performance; The Role~ of 
Strategic Choice，"品"JCiolo，広y，6， 1972， pp. 3-8なお一寸木馬は， Childの編集する Manαnd
Org.酎 tu:atwn，1973内の彼の論文によってその見解を紹介している(一寸木，前掲論文〉。
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は組織論でも古い起源をもつも白である。しかしここでも果して規模が組織構

造を一義的に規定するか否か問題といわねばならないゆみか，規模による影響

は，技術による規定よりも決定的とはいえない〉。というのは，たしかに規模が大と

なることによって，組織構造は影響を受けるが，例えば，分権化や新しい技術

の採用などによって克服できる問題が少なくないからである。

以上，今日の ContingencyTheory古代表する三つの立場について検討し

た上で， ιのような諸議論は，いずれも，それぞれり主張に基く組織構造の如

何が，組織の業績に関わるもの ζ考えている。しかし業績に関わる戦略的選択

は何も組織構造に限らず， ほかにも重要なものが幾つもある。 とすると Con.

tingcncy Thcoryの主張は， この点からもr一定の制約を課せられる ζ ととなる。

以上より明らかなごとく，そもそもこのような諸接近の基本的欠陥は，何らか

の状況変数と組織構造との聞の一義的な関係に注目し，そこでの過程 (proc.ess)

や戦略的選択の加何を，下関のごとき叫， 組織のよ句広い問題解決過稗との関

連から問題とする姿勢をとらないことにあると論じている。

「一一資源提供者のj~陥，j る報酬

I 変重』什 主 要な組織メンパによる戦略 J醐

被雑性申 F 一一一ー一一一一一生仔叩ん

tlrq-iiJ41:ドザ
I ーーー一一-;Hl撒有効仕ーーー一一一一一一一一一 -----1

市場い (全体としての酬の細レベル， I 
僅詰二五島2S草れる) 31)ヴ宅スの稲刈

第 2図組織論における戦略的選択¢世害I

以上が Childの主張の概要であるが， 基本的に.経営管理という問題解決

31) Child. op. cit~ p. 18 
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過程との関連から組織化問題に迫ろうとするわれわれにとって，この主張には

賛意を表すべき点が多い。というのは，すでに前稿でもふれてきたごとく，組

織構造の変革による企業の環境適応行動は，企業による多くの問題解決的選択

の一つだと考えてきたし，またかりにこの選択をとるとし℃も，その基底にお

かれるのは， 環境の提起する問題に適応する上で'D socio-technological ap-

proachからする考慮己あると考えてきたからである。つまり Childの批判す

るごとき，三つのもののいずれかに主る 義的な解決を求める立場ではなし、か

らである。しかしこれに関連して若干の問題が生じてくる。その一つは，いわ

ゆるsocio-technologicalapproachによって意床するととろは何か， 第二は，

Contingency Theoryを過程論Eの関連から理解しようとするが，その具体的

方決如何の問題である。

(1) socio-technological approachの意味につし、て

われわれは，これまで 80C10によって，人々およびその集団の特性を. tech司

nologyによって，働きかける対象の， 効用車I出のための転換活動についての

一定の確立された知識や方法を意味するものと考えてきた。したがってこれら

の結合によるアプローチの意味するところは，何らかのFスクを遂行するに際

して求められる対象の転換に由来する行動の一定の方法と，人間集団の特性か

ら生じ了ζ くるものとの聞の調和を考えた，組織化活動のあり方にほかならない。

このような接近ほ，例えば Tavistock研究所においてかなり古〈からとられ

てきているし， Childも， technology EI体よりも仕事 (work)の計画中秩序づ

けの方が問題であると考えているから汽 そのかぎりではむしろこり立場に近

いといえる。しかしこの場合の t田 hnologyは，むLろ作業技術といってさし

っかえないから，それからり解は当然作業現場に限定されざるをえないことと

なる。しかし technologyをこのように解さねばならない理由はない。という

のは，本来，有機的な連結からなる経営組織では，作業現場の特性が，部門レ

ベルの編成中本社の経営決定のあり方に何らかの影響をもたらさないわけには

32) Child， ot. cit.， pp. 5-6 
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ゆかないし，それに即応した管理技術も発展してきているからである。その意

味で今日では technologyを，管理技術をも含めて広義に解する傾向が， 例'

えば technostructureのごとく一一 般化しているお〉コ

このような technologyの意味の推移と並行して socioの意味にも変遷が、

みられる。 例えば通常 SOClOによって意味される人々やその集団の特性は，

Tavistock研究所由仕事にも明らかなζ?とく，生虚現場の人々を対象として，

それらの人々が何らかの程度で参加的恵国をもつものとし亡とらえ亡きた。し

かLこれに対して果してこのような一義的な理解でよいか杏か問題とされるに

至っているし汽 組織の問題を考えるのに，生産現場の労働者のみが対象とさ

れるので充分なはずがない。とすると当然これまでの socioの意味は，対象と

する人々およびその動機的前提についても変化をみないわけにはゆかない。例

九は Morseのいわゆる BeyondTheory Y の主張はその典型であるし掛，わ3

れわれが前稿で，企業の部門レベルを問題とする Lawrence& Lorschや，

複合企業での本社と事業部の関係を問題とする Allenをとりあげ，そ ζでの人

々を，職能的専門化に基〈一定の志向〔世紀ntation)などとの関連から問題とし

ようとしたのもよのような動きの一環といえる。

(2) Contingency Approachの具体酌方法

われわれは， 前に Childの主張を紹介し， 組織化適応の問題に迫るのに，

そのダイナミゲクな接近の立場に賛同してきた。しかし ContingencyTheory 

は， その提唱者である Lawrence& Lorschよりも明らかなごとく， 一定の

状況変数と組織構造との関係を究明し，そこに何らかの相関関係を見出す方法

をとる場合が一般である。たしかにこれによって，文字通り，一定時点におげ

る(その意味では静態的ともいえる)contingentな状況が， 相対的に明らかにさ

33) 例えば， F. E. Kast & ]. E. RQsenzweig， Organization and Management--A Sy， 
tems Attroach--， 1970， Chap. Six 

34) P. A. Clark. op. cit.， pp. 149-152など。

35) J.]. Mo四 e&J.W，工b四 ch，.. Beyond Theory Y，"瓦 B.R.， May-J une， 1970; Morse， 
“Organizat四 1alCharacteristics and Individual Motivat:ion，" in Lorsch & Lawr田 ceeds.. 
$tudies in Organization Design， 1970 
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:れる。しかし Childも指摘しているごとしそ乙ではこのような結果がいかに

してもたらされたかについては何も語ってくれていない。組織化適応の問題に

i自る上で， ζれではいきさかの片手落といわざるをえない。したがってこの接

近をより完全なものとするよでも必要なのは， その結果に至る過程 (process)

を示す夕、イナミックな理論の展開であり， いわば contingentなあり方を，一

定時点での相対的比較でとらえるのではなしむしろ期間における動きのなか

Cみようというわけ Eある。

ょの点でわれわれに恰好な手掛りを与えてくれるりは， J. Galbraithの次の

二論文，“ En~ironmelltal and Techll.o1ogical D~teIminants of O:rganization.al 

:Desiga"，“Organization Design司 AnInformation Proccssing ，Vicw"で展

l閲されている接近である。

前の論文は，ボーイソグ社 (vヤトルの民間航空機部門)が， 1960年代の環境状

況の変化に対応して，いかに組織化過程を展開したかを実証的に検討するもの

である。而してそこではまず，環境状況がダイナミックなものとなる前の組織

をとりあげ，仕事の流れに即した相主依存関係の分析によって，いかに仕事の

単位のグノレーフa化がなされたか，またそれらのグループがどのように連結され

て組織が構成されるに至ったかについて明らかにする。次いで環境状況のタイ

ナミック化によって， この組織構造が次第に改変されてゆく過程を，組織によ

るタ λ クの遂行に際して直面する問題解決のあり方との関連から分析してい

る船。

組J織によるタスクの遂行に際して直面する問題解決とは，とりもなおさず情

報処理の問題にほかならない。したがって後者の論文では，上述のごとき接近

をより一般化L 経営者による情報処埋という視点から，組織化過程がいかに

展開されるかを一般的に論じている町。すなわち，情報処理(I)を，不確定(U)，

36) J. Galbra~th，“ Environm四回1 and Technological Determinants of Orgamzational 
Dcsign，" in Lorsch & Lawrence eds.. op. cit.， 1970， pp. 113-139 

.37) Galhraith，“ Organization Design: An Information Processing View，" in Lo四，h& 
Law-rcncc cds.，。η'gaπizationPlanning， 1972 
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複雑さ(時，意思決定に際して求められる諸要因聞の相互依存の程度糾との関係

でとらえーI=f(U， N， C)-，これを次のごとき組J織化過程における選択肢と

の関連から，一般的，動態的に考察している冊。

第 3図 タスクの不確定申増大に対応する代替的咽織

1 鼠則とプログラム
2 階層

3.計画
a~~一一一一/ 、

U竺竺竺減生] [情報日 能 力 の 増 大

4 スラックのIl!im
a)謎樟在庫

b)注文ないし納期
の延期

c)業結水準の
引下げ

5 分権的措泣

a)専門家の減少

b)ないL重複

ノ，)スケーJレメりツト?
の減少 I 

6.垂直h甘システム

a) 補 j~

b)事務スタッフ
c)計画スタッフ
d) 情報~J恨の工史

， )コンビムーター

7. 7};.平的聞係

a)直接語触

b)連結仕

0)タスク・フオース
d)ティーム

， )統合者

f)統合部門

g)マトリックス組識

Galbraithによる接近の概要は以土のごとくであるが， これによって Child

が唱え，われわれもまたその方法を重視する，組織化過程への夕、イナミザクな

接近のための用意が基本的に整うこととなるといえよう。というのは r仕事

の流れJに即した相互依存関係の分析によって，タスクの遂行に必要な仕事の

単位のグノレーピYグの方法が動態的にとらえられるし，それらを全体として連

結する上で，情報処理的視点からする選択肢的接近が乙れまた動態的な形で有

効な答を用意するからである。

VIむすび

前稿の統稿として， 本稿では， 今日新しく拾頭しつつある Contingency

Theoryの性格とでもいうべきものを明らかにする意味で若干の考察を展開し

てきた。すなわちまず. Contingency Theoryの特徴を，従来の組織論にみら

れたど正き，いわゆる組織の普遍型の主張の否定と.それに関連して，環境状

38) G<"Ilb:ra.ith， (1ρ cit.， p. 59 
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況との関連から socio.technologicalapproachを基底において， 組織のデザ

イY に迫ろうとすることのこ点でとらえ，それらが必ず L も新奇なものとは

いえないのにもかかわらず， 何故今日あらためて問題とされるに至ったかを

組織論の研究過程を辿りながら検討してきた。次いで， かかる Contingency

Theoryをどのように評価したらよいかを若干の論者の見解を紹介しつつ， 己

の立場が，環境状況との関連から，それぞれ限定された状況じ基いて理論展開を

はかろうとする点で，従来の一般理論よりはるかに実体を伴う理論として，経

営学本来の課題に答えるものであるとともに，いわゆる ManagementTheory 

Jungleの問題へも有効な解決策を提示するものであると考えてきた。 しかし

このアプローチにも問題がないではないu そこでこの点を最後にとりあげ，特

に何らかの状況変数と関連から一義的に組織構造を導き出そうとする姿勢を問

題左 L，これを補完するものとしてダイナミックな理解のあり方について多少

の検討を加えてきた。

Contingency Theoryは， 1960年代の半ば以降Fら，上述のごとき，かなり

明確な問題意識に基いて拾頭してきた新しい研究の動きであるため，まだ検討

すべき余地を少なからず残すとともに，その適用範囲も，組織論に必ずしも限

られないことも含めて，日々生成発展しつつある研究領域である。とすると，

われわれのここでの考察は. Contingency Theoryの性格をかためるためにせ

よ，いささか道草ともいえ，最近の新しい諸研究主，われわれの視点のもとで

整理した上での展開という点では必ずしも充分なものとはいえない。この点に

ついての論及は近い機会に行うこととしたい。(了〉


